
許認可事務の名称 根拠法令名 根拠条文 標準処理期間 担当課 審査基準・処分基準 参考条文１ 参考条文２ 参考条文３ 参考条文４

1 公文書の開示決定 三朝町情報公開条例
第12条第1
項

請求書を受理
した日から15
日以内

総務課

公文書の開示基準
は、三朝町情報公開
条例第7条に規定す
る適用除外事項に該
当しないこと、第10条
に規定する存否応答
拒否情報に該当しな
いことを基準とする。

(開示請求に対する決定等)
第12条　実施機関は、第6条の
規定による開示請求書を受理し
たときは、受理した日の翌日か
ら起算して15日以内に、公文書
の全部若しくは一部を開示する
旨の決定、第10条の規定により
開示請求を拒否する旨の決定
又は開示請求に係る公文書を
保有していない旨の決定(以下
「開示決定等」という。)をしなけ
ればならない。
2　実施機関は、やむを得ない
理由により前項に規定する期
間内に同項の決定をすることが
できないときは、その期間を延
長することができる。この場合
において、実施機関は、遅滞な
く延長後の期間及び理由を開
示請求者に書面により通知しな
ければならない。

(公文書の存否に関する情
報)
第10条　実施機関は、開
示請求に対し、当該開示
請求に係る公文書が存在
しているか、又は存在して
いないかを答えるだけで、
不開示情報を開示すること
となるときは、当該公文書
の存否を明らかにしない
で、当該開示請求を拒否
することができる。

2
保有する個人情報
の開示の請求に対
する決定

三朝町個人情報保護条
例

第18条第1
項

請求書を受理
した日から15
日以内

総務課

保有する個人情報の
開示基準は、三朝町
個人情報保護条例
第１３条に規定する
適用除外事項に該当
しな
いこと、または第16条
に規定する存否応答
拒否情報に該当しな
いことを基準とする。

(開示決定等の期限)
第18条　前条第1項又は第2項
の決定(以下「開示決定等」とい
う。)は、当該開示請求書を受理
した日の翌日から15日以内にし
なければならない。ただし、第
12条第3項の規定により補正を
求めた場合にあっては、当該補
正に要した日数は、当該期間に
算入しない。
2　前項の規定にかかわらず、
実施機関は、事務処理上の困
難その他正当な理由があるとき
は、同項に規定する期間を延長
することができる。この場合に
おいて、実施機関は、開示請求
者に対し、速やかに、延長後の
期間及び延長の理由を書面に
より通知しなければならない。

(自己情報の存否に関する
情報)
第16条　開示請求に対し、
当該開示請求に係る自己
情報が存在しているか、又
は存在していないかを答え
るだけで、不開示情報を開
示することとなるときは、実
施機関は、当該自己情報
の存否を明らかにしない
で、当該開示請求を拒否
することができる。

3

保有する個人情報
の訂正、削除、中
止の請求に対する
決定

三朝町個人情報保護条
例

第25条第1
項

請求があった
日から30日以
内

総務課

保有する個人情報の
訂正等基準は、当該
訂正請
求に理由があるかど
うかを基準とする。

(訂正等請求に対する措置)
第25条　実施機関は、訂正等
請求があったときは、当該訂正
等請求があった日から30日以
内に、訂正等をするか否かを決
定しなければならない。ただし、
前条第2項において準用する第
12条第3項の規定により補正を
求めた場合にあっては、当該補
正に要した日数は、当該期間に
算入しない。

2　前項の規定にかかわら
ず、実施機関は、事務処理
上の困難その他正当な理
由があるときは、同項に規
定する期間を30日以内に
限り延長することができ
る。この場合において、実
施機関は、訂正等請求をし
た者(以下「訂正等請求者」
という。)に対し、速やか
に、延長後の期間及び延
長の理由を書面により通
知しなければならない。



4
行政財産の使用許
可（役場庁舎）

地方自治法
第238条の4
第7項

申請書を受理
した日から１５
日以内

総務課

行政財産の使用の
許可をする場合は、
三朝町公有財産事
務取扱規則第10条
各号に規定するもの
であることを基準とす
る。

(使用許可の範囲)
第10条　行政財産は、次の各
号に掲げる場合に限り使用させ
ることができる。
(1)　職員の厚生福利施設の用
に供するため使用させるとき。
(2)　公共目的のために行われ
る講演会、研究会等に使用させ
るとき。
(3)　災害その他緊急やむを得
ない事態の発生により応急施
設として使用させるとき。
(4)　国、他の地方公共団体そ
の他公共団体において公用又
は公共用に供するため特に必
要と認められるとき。
(5)　電気事業、電気通信事業、
水道事業その他の公益事業の
用に供するため使用させると
き。
(6)　前各号に掲げるもののほ
か、町の行政遂行のため町長
が必要と認めて使用させると
き。

5
認可地縁団体の印
鑑の登録

三朝町認可地縁団体印
鑑条例

第5条
申請のあった
日から15日以
内

総務課

三朝町認可地縁団
体印鑑条例第4条各
号に掲げる基準によ
る。

(印鑑の登録)
第5条　町長は、地縁団体印鑑
の登録の申請があったときは、
代表者等の資格その他必要な
事項を審査し、その申請が適正
であると認めたときは、認可地
縁団体印鑑登録原票(以下「印
鑑登録原票」という。)に遅滞な
く地縁団体印鑑の印影を登録
するものとする。

(登録できない印鑑)
第4条　次の各号のいずれ
かに該当するときは、地縁
団体印鑑として登録を受け
ることができない。
(1)　地縁団体の名称又は
代表者等の氏名、氏若しく
は名若しくは氏名の一部
のいずれも表されていない
とき。
(2)　ゴム印その他印面の
変形しやすいものであると
き。
(3)　印影の大きさが一辺
の長さ30ミリメートルの正
方形に収まらないとき又は
一辺の長さ8ミリメートルの
正方形に収まるとき。

(4)　印影の照合が困難
と認められるとき。
(5)　印面がき損し、又
は磨滅しているとき。
(6)　印面の縁がないと
き。
(7)　他の地縁団体の代
表者等が既に登録して
いる地縁団体印鑑又は
他の地縁団体の代表
者等が既に登録してい
る地縁団体印鑑にその
印影が著しく類似して
いるとき。
(8)　前各号に掲げるも
ののほか、町長が、登
録を受けようとする地
縁団体印鑑として適当
でないと認めるとき。



6
認可地縁団体の印
鑑の登録の証明

三朝町認可地縁団体印
鑑条例

第12条
申請のあった
日から7日以
内

総務課

三朝町認可地縁団
体印鑑条例第11条
各号に該当しないこ
とを基準とする。

(認可地縁団体印鑑登録証明
書)
第12条　町長は、第10条の規
定による申請があったときは、
申請者に印鑑登録原票に登録
されている印影の写し及び次に
掲げる事項を記載した認可地
縁団体印鑑登録証明書を交付
するものとする。

(登録の証明の拒否)
第11条　町長は、次の各
号のいずれかに該当する
ときは、地縁団体印鑑の登
録の証明を行わないものと
する。
(1)　登録を抹消した地縁
団体印鑑に関する証明を
求められたとき。
(2)　偽りその他不正な手
段により申請が行われたと
認めるとき。
(3)　次条の規定によらない
証明を求められたとき。
(4)　第13条の規定により
印鑑登録原票の再製の必
要があるときで、地縁団体
印鑑の提示を求めたにも
かかわらずその提示がさ
れず、そのために印鑑登
録原票の再製ができない
とき。
(5)　前各号に掲げるもの
のほか、町長が、地縁団
体印鑑の登録の証明をす
ることが不適当と認めたと
き。

7
公の施設の指定管
理者の選定

三朝町公の施設の指定
管理者の指定の手続等
に関する条例

第5条
申請のあった
日から90日

総務課

三朝町公の施設の
指定管理者の指定
の手続等に関する条
例第3条第１項各号
に該当すること、同条
第2項各号に該当し
ないことを基準とす
る。

(指定管理者の候補者の選定)
第3条　町長等は、前条の規定
による申請があったときは、申
請内容を審査し、次の各号のい
ずれにも該当するもののうちか
ら最も適当と認めるものを指定
管理者の候補者(以下「候補者」
という。)として選定するものとす
る。
(1)　事業計画書による公の施
設の管理が住民の平等な利用
を確保することが出来るもので
あること。
(2)　事業計画書の内容が公の
施設の効用を最大限に発揮さ
せるとともに、その管理に係る
経費の縮減が図られるもので
あること。
(3)　事業計画書に沿った管理を
安心して行うために必要な物理
的能力及び人的能力を有して
いること。
2　町長は、法人等が次の各号
のいずれかに該当する場合
は、候補者として指定しないこと
ができる。
(1)　公の秩序を乱し、又は善良
の風俗を害するおそれがあると
認められるとき。
(2)　公の施設を損傷し、若しく
は汚損し、又はそのおそれがあ

(候補者の選定の特例)
第4条　町長等は、次の各
号のいずれかに該当する
ときは、前2条の規定によ
らず候補者を選定すること
ができる。
(1)　公の施設の設置目
的、特性、規模等を考慮
し、特に必要があると認め
られるとき。
(2)　第2条の規定による申
請がなかったとき、又は前
条の審査の結果、候補者
を選定することができな
かったとき。
(3)　候補者を指定管理者
として指定することができ
なくなり、又は著しく不適当
と認められる事情が生じた
とき。
(4)　指定管理者が第9条第
1項の規定により、その指
定を取り消されたとき。
2　前項の規定による候補
者の選定に当たっては、町
長等は、選定を行おうとす
る法人等と協議し、第2条
各号の書類の提出を求
め、前条各号のいずれに
も該当するものであること
を審査し、当該法人等を候

(指定管理者の指定)
第5条　町長等は、第3
条又は前条の規定によ
り選定した候補者につ
いて、法第244条の2第
6項の規定による議会
の議決を得たときは、
当該候補者を指定管理
者に指定するものとす
る。



8
地縁による団体の
認可

地方自治法
第260条の
２第１項

申請のあった
日から14日

総務課

地縁による団体の認
可は、地方自治法第
２６０条の２第２項の
規定に該当すること
を基準とする。

地方自治法
第２６０条の２　略
５ 　市町村長は、地縁による団
体が第二項各号に掲げる要件
に該当していると認めるときは、
第一項の認可をしなければなら
ない。

２ 　前項の認可は、地縁に
よる団体のうち次に掲げる
要件に該当するものにつ
いて、その団体の代表者
が総務省令で定めるところ
により行う申請に基づいて
行う。

9
告示事項に関する
証明書の交付

地方自治法
第２６０条の
２第１２項

申請のあった
日から３日

総務課 無

地方自治法　第２６０条の２
１２ 　何人も、市町村長に対し、
総務省令で定めるところによ
り、第十項の規定により告示し
た事項に関する証明書の交付
を請求することができる。この場
合において、当該請求をしよう
とする者は、郵便又は信書便に
より、当該証明書の送付を求め
ることができる。

10
地縁による団体の
規約の変更の認可

地方自治法
第２６０条の
３第２項

申請のあった
日から14日

総務課

第二百六十条の三 　認可地縁
団体の規約は、総構成員の四
分の三以上の同意があるとき
に限り、変更することができる。
ただし、当該規約に別段の定め
があるときは、この限りでない。
２ 　前項の規定による規約の
変更は、市町村長の認可を受
けなければ、その効力を生じな
い。

11
地縁による団体の
解散後の財産の処
分の認可

地方自治法
第２６０条の
３１第２項

申請のあった
日から14日

総務課

第二百六十条の三十一 　略
２ 　規約で権利の帰属すべき
者を指定せず、又はその者を指
定する方法を定めなかつたとき
は、代表者は、市町村長の認
可を得て、その認可地縁団体
の目的に類似する目的のため
に、その財産を処分することが
できる。ただし、総会の決議を
経なければならない。


